
地球温暖化対策は、一人一人の生活様式の見直し
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いきます。
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活環境の保全等に関する条例において、県による地
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今後は、本条例とあいち地球温暖化防止戦略 2030
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りを進めてまいります。

１ 愛知県地球温暖化対策推進条例の概要

（１）県、事業者、県民の責務の明確化（第３条～第５条）

（２）全ての主体の自主的かつ積極的な取組の促進

ア 事業活動（事業者）における主な地球温暖化対策（第７条～第 11条）

イ 日常生活（県民）における主な地球温暖化対策（第 12条～第 13条）

ウ その他の主な地球温暖化対策取組（第 14条～第 21条）

２ 施行日

平成 30 年 10月 19日

○県の責務 ：地球温暖化対策推進の総合的な施策の策定や実施等

○事業者の責務：事業活動における自主的かつ積極的な温室効果ガスの排出抑制等に努めること

○県民の責務 ：日常生活における自主的かつ積極的に温室効果ガスの排出抑制等に努めること

○日常生活において使用するエネルギー量を把握し、支障のない範囲内で生活様式を見直すよう努め

ること

○店舗における特定電気機器※の販売者は、購入しようとする者に製品の省エネ性能等を説明するよ

う努めること ※エアコンディショナー、照明器具、テレビジョン受信機、電気冷蔵庫、電気冷凍庫

○事業活動において使用するエネルギー量を把握し、エネルギーの使用の合理化等に努めること

○事業者や県民は、できる限り太陽光等の再生可能エネルギー等を優先的に使用するよう努めること

○県は、市町村、事業者、県民等に対し、気候変動への適応に関する情報を提供するよう努めること

5　戦略の推進体制

２　愛知県地球温暖化対策推進条例（平成30年10月制定）について２　愛知県地球温暖化対策推進条例（平成30年10月制定）について

○一定規模以上の事業者は地球温暖化対策計画書等を県に提出し、県は当該計画書等の内容を評価し、

優れた取組を公表すること

（地球温暖化対策計画書制度に係る部分は平成 31年４月１日）

私たちは、水や大気、食料やエネルギーとい

った自然からの恵みに支えられて暮らしていま

す。その一方で、私たちの活動が環境に影響を

与え、身近なごみの問題から、地球温暖化の進

行や生物多様性の損失といった地球規模の問題

に至るまで、様々な問題を引き起こしています。

環境問題は日々刻々と変化する経済や社会と

密接に関わっています。様々な環境問題を克服

し、持続可能な社会を築き上げていくためには、

私たち一人一人が、問題の本質や解決に向けた

取組の方法を考え、解決する能力を身に付け、

時と場合に応じた判断の下、具体的な行動を起

こしていかなければなりません。

本県では、平成 25 年２月に「愛知県環境学

習等行動計画」を策定し、持続可能な社会を支

える人づくりを目指し、様々な環境学習等に取

り組んできましたが、行動につなぐ力を育むと

いう視点を取り入れて、平成 30年３月に「愛知

県環境学習等行動計画 2030」（以下、「行動計画

2030」という。）を新たに策定しました。

環境学習等に関する国際的な動向としては、

2015 年の国連サミットにおける持続可能な開

発目標（SDGs）の採択が、国内の動向としては、

学習指導要領の改訂が挙げられます。

また、本県では、平成 25 年度から平成 29 年

度までの５年間、前行動計画に基づいて環境学

習等を推進してきました。県民、学校、事業者、

市町村等を対象にしたアンケート調査では、環

境学習等の取組は一定の進展がみられるものの、

負担感を伴うような行動や自主的参加意欲を要

する活動は実践率が低いという結果が得られた

ため、「学びが十分行動につながっていない」と

いう評価をしました。

持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals：SDGs）

2030 年までに達成すべき国際社会全体の目標で、

「地球上の誰一人として取り残さない」を理念に、

持続可能な世界を実現するための 17のゴール・169

のターゲットから構成されます。日本においても、

政府はもとより学校や企業、団体でも SDGs に取り

組むところが増加しています。
出典：国際連合広報センターウェブサイト

学習指導要領の改訂

平成 29年から平成 30年にかけて改訂された学習指導要領及び幼稚園教育要領の前文では、「こ

れからの学校には、一人一人の児童（生徒、幼児）が持続可能な社会の創り手となれるようにす

る」ことが求められるとしています。具体的には、決まった答えのない課題に積極的に取り組み、

試行錯誤しながら新しい価値を創造できる力を育もうとするもので、環境学習等の推進に当たっ

ても踏まえるべき重要な考え方と言えます。

1　行動計画2030策定の背景

特集2　持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を進めます
～愛知県環境学習等行動計画2030～

特集2　持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を進めます
～愛知県環境学習等行動計画2030～
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「学びが十分行動につながっていない」こと

から、行動計画 2030では、行動につなぐ力を育

むということを主眼に置き、「学校」「社会」に

加え「家庭」において、それぞれで取り組むべ

き環境学習等の方向性を示しています。

個々の行動は小さくても、そこに込められた

思いは周囲の人を巻き込んだうねりとなり、さ

らに多様な人たちとの協働により大きな力とな

って、社会を、そして私たちの未来を、より良

いものへと変えていくことにつながります。持

続可能な社会の形成に向け、本県では、行動計

画 2030に基づき、「家庭」「学校」「社会」の様々

な場面で、行動につなぐ力を育んでいきます。

（１）目的

持続可能な社会を支える「行動する人づくり」

（２）計画期間

2018年度～2030年度

（３）主な内容

ア 「五つの力」

学びを行動につなぐために一人一人に身に付

けることが望ましい「五つの力」を示しました。

イ 各主体に期待される取組

「家庭」「学校」「社会」の各主体に期待され

る主な取組と、その促進のために県が推進する

主な施策を記載しました。

ウ 取組の効果的な展開

環境学習等を効果的に進めるため、機会の拡

充や質の向上を図る県の主な施策を記載しまし

た。

学びを行動につなぐ「五つの力」として、“体

感する力”、“理解する力”、“探求する力”、“活

用する力”、“共働する力”を示しました。

これら「五つの力」は、家庭、学校、社会（事

業者、NPO 等、地域コミュニティ、行政）の各

主体が様々な機会を通じて働きかけていくこと

で、一人一人の中に培われていくものです。

「五つの力」を育むことを念頭に置きながら

各主体が環境学習等に取り組めるようにするこ

とで、「行動する人づくり」を進めます。

「家庭」「学校」「社会」において育む

学びを行動につなぐ「五つの力」

2　行動計画2030の概要

3　学びを行動につなぐ「五つの力」
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各主体（家庭、学校、社会）には、以下に示

すような各取組を通じて「五つの力」を育み、

県民一人一人の学びを行動につなげていくこと

が期待できます。

「五つの力」を育んで行動への意欲を引き出

すためには、次の点に心がけることが効果的と

考えられます。

・自分のこととして捉えやすい身近な課題や

場を取り上げる

・実感として伝わり記憶に残りやすい体験を

取り入れる

・楽しい学びで明るく前向きな態度を引き出

す

さらに、取組の実施に当たっては、世界共通

の課題である SDGs と関連付けることにより、

行動への意欲をより効果的に引き出すことがで

きます。

県では、各主体に期待される取組を支援する

ため、様々な施策を展開していきます。

「行動する人づくり」を進めるためには、環

境学習等を通じて「五つの力」を育んでいくこ

とに併せて、その機会を拡充することや手法の

工夫などにより、学びの質を高めることが大切

です。

（１） 世代に応じた取組の拡充

環境学習等は、持続可能な社会を支える人づ

くりであり、継続的・発展的な実施が必要です。

そして、世代ごとに適した環境学習等は異なる

ため、それぞれ特色を持たせた内容とすること

が求められます。

そのため、誰もが学べる機会を得られるよう、

行政を始め地域のあらゆる主体がそれぞれ、ま

たは連携・協働により、様々な世代に応じた環

境学習等を拡充していくことが重要です。

県では、各世代のニーズに対応した環境学習

等の場や機会の充実に努めるなど、各主体が実

施する多様な環境学習等を支援していきます。

4　各主体に期待される取組と施策の展開

5　取組の効果的な展開に向けて

〈各主体に期待される主な取組〉 〈県の推進する主な施策〉

家
　
庭

学
　
校

社
　
会

●直接体験（身近な自然の体験等）の機会の確保
　・様々な体験により、感性を育む
●エコアクションの実践
●世代間の学び合い・育ち合い
　・昔の知恵・慣習や、学校で得た知識・習慣から
　　互いに学び合う

●家庭での環境学習に役立つ情報
　の収集・発信
●体験等を通して、気軽に楽しく
　学び合える機会と場の確保

●環境教育の促進
　・自然とふれあう学習の促進
　・低炭素社会、水、資源循環、
　　エネルギー、買物や食に関す
　　る学習の促進
　・学習施設等のネットワークの
　　活用など

●環境学習等の推進のためのネッ
　トワークづくり
●環境学習指導者の育成と活用
●各主体の専門性等を活かした環
　境学習等の促進
●環境学習等を行う市町村等への
　支援など

●発達段階に応じた環境教育の実施
●体験学習・問題解決的な学習の充実
●ESDの視点を意識した環境教育の実施
●多様な主体との連携・協働による環境教育の実施
●学校の外へと発展する環境教育の実施
●環境教育やESDの推進のための人材育成と研究

●【事業者】事業活動での環境負荷低減を通した実
　践的な環境学習の実施など
●【NPO等】専門性を活かした環境学習の実施など
●【地域コミュニティ】地域の行事や課題を素材に
　した環境学習の実施など
●【行政】地域の特性を活かした環境学習等を実施
　できる環境づくりなど
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世代に応じた県の取組（環境学習事業）

インタープリターによる、保育所・幼稚園等

向け自然体感プログラムの提供や、幼稚園等で

の自然体験の普及のための保育者向け研修等

保育者向け研修

一日もりの学舎ようちえん、森の伝道師派遣等

未就学児童

学校、団体、親子等を対象に、もりの学舎や

あいち環境学習プラザで行う、実験や自然体験

を交えた体験型の講座等

環境学習講座

夏休み環境学習講座などの各種講座

小中学生

高校生が、大学・NPOなどの支援を受けなが

ら環境に関するテーマを調査・研究し、その結

果を基に地域向け環境学習教材を作成・普及

川での水生生物調査

あいちの未来クリエイト部

高 校 生

パートナー企業・団体が提示する環境課題に

対し、学生が研究員となり、現場調査や企業・

団体担当者との議論を実施し、解決策を提案

成果発表会

かがやけ☆あいちサスティナ研究所

大 学 生

環境やエネルギーなどの分野で活躍する第

一線の有識者・指導者からの講義、塾生同士の

討論等を通じた、環境リーダーの育成

チームディスカッション

あいち環境塾

社 会 人

環境学習施設や学校などでの講座実施を目

指し、中高年・シニア世代を環境学習の講師と

して養成

養成講座

あいち ecoティーチャー養成校

中高年・シニア
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（２） 連携・協働の強化

各主体の取組を一層効果的にするには、主体

間や世代間の学び合い・育ち合いへと発展する

連携・協働を一層促していくことが必要です。

県では、主体間の相互理解を促して連携・協

働機能の充実を図るための仕組み等を最大限に

活
い

かし、各主体のポテンシャルを活かした効果

、「多様な主体うよるれさ開展が等習学境環な的

の連携・協働」を促進します。

また、異なる世代が学び合うことで、異なる

時代のことを知り、互いに気づきや発見を得る

育ち合いに発展し、深い学びにつながることか

ら、「世代間の学び合い・育ち合い」を促す環境

学習等を推進します。

連携・協働の強化（環境学習コーディネーター）

環境学習等を実感を伴った学びとするためには、専門的な人材への依頼や実体験のできる教材・

施設などの活用が有効です。

そこで、本県では、体験等を通した実践的な環境教育を広く実現していくことを目指し、環境学

習を受けたい方（学校、地域コミュニティ、企業など）と環境学習を提供できる方をつなぐ環境学

習コーディネーターが、講師、教材、場所、施設などの紹介や調整を行っています。

連携・協働の強化（ＡＥＬ
あ え る

ネット（愛知県環境学習施設等連絡協議会））

県内の市町村や環境学習施設など 218施設等（平成 30年 10

月末現在）で構成する愛知県環境学習施設等連絡協議会（Aichi 

Environmental Learning Network, 略称 AEL(あえる)ネット）

では、互いの施設について、見学やプログラムの体験、ワーク

ショップ、事例紹介などを通して学び合うことで、各施設等で

のより良い環境学習の取組につなげています。
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連携・協働の強化（協働授業づくり研修）

6　行動計画2030の推進体制

本県では、環境の課題解決に取り組む地域の人材と学校が協働して授業を創り上げる「協働授業

づくり」を進めることで、より効果的で実感を伴った環境教育の普及を目指しています。その一環

行動計画 2030は、県、市町村、県教育委員会、

学校教育及び社会教育関係者、県民、事業者、

NPO 等、学識経験者から構成された｢愛知県環境

教育等推進協議会｣の協議を経て策定しました。

行動計画 2030 における具体的な取組の実施

に関し、各構成員が中心となり、お互いに協力

して環境保全活動や環境保全の意欲の増進、環

境教育に関する取組のほか、協働取組を推進し

ていきます。

同協議会において本行動計画の進捗を把握し、

県では、その結果を効果的な施策展開につなげ

ていきます。

として、平成 29年度から協働授業づくり研修「子どもの目が輝く講座のつくり方」を開催してい

ます。

事業者、NPO、教員など、経歴も年齢も多彩な受講者が参加

するこの研修では、平成 29年 3月に発表された新しい学習指

導要領のポイントやアクティブ・ラーニング体験を通して、

「子どもに教える」でなく「子どもが学ぶ」ことの重要性に

ついて学びます。また、互いの強みを活かし合って授業を創

り上げる演習を通して、子どもたちの深い学びを実現させる

ために多様な主体が連携・協働することを体験します。
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